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研究成果の概要：本研究では非保健職である本社人事担当者が、時間管理の重視や過重労働対

策に関する教育実践等を通じて時間外労働の短縮を行った。調査対象者は企業X社（上場企業、

製造業）の人事部員の所属し、平成１９年１０月より実践に着手した。彼らは主として、①労

働時間管理、②事業所産業医との契約更新、職場環境改善等の教育・指導を徹底した結果、過

重労働が顕著であった３部門（設計、製造、納入）において改善が見られた。 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 2,400,000 720,000 3,120,000 

2008 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

 
 
研究分野：産業精神保健 
科研費の分科・細目：健康・スポーツ科学・応用健康科学 
キーワード：過重労働対策、人的資源管、産業教育学、人事部、産業ストレス   
 
１．研究開始当初の背景 

産業保健研究において過重労働・メンタル
ヘルス対策に関して、産業医等の役割と業務
について労働安全衛生法等（長時間残業の労
働者に対する面接）は明確である。一方、事
業所における人事担当者の役割は、必ずしも
明確ではないが、過重労働・メンタルヘルス
対策を含む産業保健は労務管理の基本で、人
事部門の本来業務と考えられる。 

しかし、人事部門は現場の管理監督者に対
する労務指揮権（業務命令権）は持っていな
い。 

 ゆえに人事部が各部門へ業務命令以外の
働きかけ（指導、教育等）を行い、各部門が
自主的に業務改善や要員の適正配置等を通
じて過重労働・メンタルヘルス対策を実施す
ることが合理的と推論される。   
  
２．研究の目的 

本研究は人事部員が現実に、この役割を担
うことが可能か否かを実践で明らかにし、も
し可能ならば 
①過重労働の部門の管理者に、どのような方
法で働きかけかけたか？ 
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②人事部員に必要な能力と、能力開発に必要
な教育プログラムを明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は人事部門が①他の社内部門と同

意を形成して、②過重労働が問題となる部署
の管理者などを教育、指導することを通じて、
③ラインの管理職の自主的な改善活動によ
り、効果的な残業削減を行った。 
 
（１）調査対象者と実践部門 
一部上場企業の X 社（製造業、社員数約３０
００名）の本社に所属している人事部員３名
の（部長、課長、課長代理）を調査対象者と
した。 
時間外労働の削減を特に必要とする３部

門（製造８１名、設計２１名、納入２１名）
を対象部門として選んだ。この３部門は本社
とは異なる地方事業所のそれぞれに所属し
同一の建屋で勤務しているのではない。 

従来からそれぞれの事業所が契約した産
業医による面接指導はなされていたものの、
明らかな改善はみられていなかった。 
 
（２）事前調査 
実践開始前の個人別、部門別の月別時間外

労働について調査対象者からの提供を受け
た。研究代表者等が各部門の管理職とスタッ
フを対象としたヒアリングにより業務管理
実態調査を行った。 
 
（３）具体的実践方法 

①安全衛生委員会での合意形成 
代表研究者等は月１回本社安全衛生委員

会に参加し調査対象者と過重労働対策のあ
り方について協議した。具体的には研究代表
者等による産業保健の講義、グループワーク
などであり、これには時に調査対象者の上司
である部長も参加した。 

②事業所巡視 
調査対象者は単独もしくは研究代表者と

ともに対象部門を訪問し、事業所の総務担当
者およびラインの管理職と面談した。 

 
（４）施策立案、実践内容の記載 
調査対象者の立案した施策があればヒア

リングにより記載した。また、調査対象者が
３部門の管理者あるいは、より上級の管理者
と面談した内容を聞き取りした。 

最後に、本実践とは直接関係していない執
行役員クラスの反応を、調査対象者を通じて
把握した。 
 
４．研究成果 

実践の前後、すなわち平成１９年度第３、
４四半期の６ヶ月と平成２０年度同期間の

部門別月平均時間外労働時間（総時間外労働
時間÷労働者数）を比較すると、設計部門は
３６．３時間から２７．８時間、製造部門は
４２．４時間から２３．１時間、納入部門は
５７．６時間から３２．５時間に減少した。 
 
（１）立案した施策 
 ①産業医充実 
 設計部門の産業医を、より産業安全保健が
専門である産業医に変更した。 
 
 ②研修の充実 
 X 社が行う新任管理職研修の内容を、過重
労働の弊害を企業のリスク管理と労働生産
性の面から参加者が十分理解できるよう改
善した。また各地方の総務担当者を集めて行 
う会議（年１回開催）において、過重労働問 
題をテーマとしたワークショップ（２時間）
を実施した。下の図はそこで用いたものであ
る。 

 
 
 ③労働時間管理の重視 
 我が国においてはあらゆる企業で、実際の
残業時間と記録された残業時間との食い違
いが存在するため、残業時間の記録のあり方
をより厳密にした。 
 
④事業所巡視とワークショップ 
製造部門に対しては、３カ月ごとに調査対

象者と本社産業医が訪問し、業務改善策の進
捗状況（残業時間数の推移）を把握した。ま
た課長・係長を対象に、過重労働の弊害と業
務改善をテーマにしたワークショップ（６０
～９０分）を開催した。 

 
⑤ラインに対する的確な用語の使用 
現場の管理職や上級管理職に残業時間短

縮の理由を説明する場合、コンプライアンス、
安全配慮義務、ＣＳＲ、人件費の削減などそ
の部門になじみのある用語で教育・指導を行
った。 

 
 （２）執行役員・経営トップの指針 
平成１９年１２月に経営トップから長時

休業と欠勤

ミス・能率低下
意欲低下
メンタル不全

長時間による

寝不足・不眠症

苦労の割りに人的生産性が低い！

しかし、いったん長時間に依存すると工場も社員もクセになる
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間残業の削減（具体的には２０時までの退
社）という方針が下され全社的に文書で配布
された。その結果、X 社には経営トップに直
属する経営管理機構として複数のカンパニ
ーがあるが、このカンパニーの長、執行役員
等が残業削減について協議するようになっ
た。 
 
（３）具体的な業務改善 
３部門でなされた具体的な業務改善内容

のうち共通する事項について示す。 
①非正社員の人事管理 
正社員のみのマンパワーが不足している

ことが明らかな場合、X 社の人件費予算の範
囲内で若干の非正社員の確保を行った。 

②報告相談の徹底 
管理職が報告や相談を部下に対して積極

的に求め、スタッフ間での業務負荷の偏りを
極力減らした。 
③業務の標準化 
安全対策も含めて、作業手順書を作成し業

務の標準化を行った。 
④ノー残業デーの設定 
週 1日ノー残業デーを設定した。 
 
５．考察 
（１）人事部員に必要な能力 
わが国における長時間残業の背景には使

用者側の問題だけでなく、労働者の側にも
「会社や上司から良い評価を受けたい」とい
う動機づけ上の問題がある。また、Ｘ社のよ
うに人事部にはラインの管理者に対する業
務命令権はない。中間管理職には、まず自分
の業績を上げるという動機づけがあるため、
人事部が単に「残業時間短縮」という方針を
掲げるだけでは、改革はなされない。 

以下の能力が必要であった。 
①安全配慮義務の理解 
人事部は、労働時間短縮を使用者の安全配

慮義務からも説明したが、これには労働契約
上の債権、債務という概念の理解が不可欠で
あった。 

②時間管理の徹底 
過重労働対策では信頼性のあるデータ（残

業時間）の収集がすべてであり、残業時間の
確実な記録の周知徹底を行う姿勢が重要と
思われた。 

 
（２）研究方法上の課題 
過重労働対策が進捗したことは明らかで

あるが、労働時間の短縮効果についての評価
には調査対象者による実践以外の重要な要
素も加わっていると考えられる。 

それは、 
①経営トップによる時間外労働削減方針

の通達および、 
②平成２０年１０月以降のサブプライム

ローン問題に端を発した大不況による受注
減である。 

①については調査対象者である本社人事
担当者の教育活動が、間接的に役員層に好影
響を及ぼしたと考えられる。しかし②につい
ていえば、人事部の教育による改善活動が、
労働生産性の向上を通じて過重労働対策に
なったか否かの検証を困難にした。今後 X 社
の協力を得て、本調査のデータをもとに、新
たな生産性の指標、たとえば単位売上あるい
は生産高当りの残業時間数とする分析も必
要と考えられた。 
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